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事業計画書  

１ 事業計画の概要  

 

 ○○（以下｢本渓流｣という。）は、○○県○○郡○○町○○及び○○地内に位

置し、標高 500ｍ級の山地を北へ流下した後、一級河川○○川に合流する延長 0.7

ｋｍ、流域面積 0.14ｋｍ２の渓流注 1）であり、下流域には学校施設等複数の社会

資本が存在している。  

 本渓流は土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律

（平成 12 年法律第 57 号）に基づく基礎調査が行われており、土石流の危害が生

じるおそれのある区域に○○小学校、○○町社会体育館、○○町総合運動場、○

○町武道館、教職員住宅○○戸及び町道が位置する渓流である。中でも、○○小

学校、○○町社会体育館及び○○町総合運動場は、○○町地域防災計画において

避難所として指定されている重要な施設である。  

 本渓流が位置する○○県西部地域では、平成○○年○○月○○日に○○県西部

地震（地震規模Ｍ○○）が発生し、山腹斜面の崩壊や崩壊堆積物による土石流が

発生した。地震発生後も、地震で緩んでいたと想定される地山が豪雨等に誘発さ

れて崩壊し二次災害が発生している。○○県西部地震による被害箇所と地震発生

後の豪雨等による土砂災害箇所は、ほとんどが斜面崩壊や地すべりが発生しやす

いとされている風化や浸食に対し非常に弱い風化花崗岩（真砂土）及び薄板状に

割れやすい黒色片岩の分布域となっている。本渓流も風化花崗岩（真砂土）及び

黒色片岩により形成されており、今後の豪雨等による土砂災害発生の危険性が危

惧されている渓流である。  

 本渓流では渓流の荒廃が進んでおり、平成○○年○○月○○日から○○日にか

けての梅雨前線豪雨及び平成○○年○○月○○日から○○月○○日にかけての

集中豪雨によって、土石流の発生には至っていないものの、土砂が○○小学校東

側の道路や○○町総合運動場へ流出している。  

 このような状況に対処するため本渓流では、土砂災害対策として平成○○年○

○月○○日付国河総第○○号により国庫補助金（社会資本総合整備事業費、通常

砂防事業）の交付決定を受け、平成○○年○○月○○日付国土交通省告示第○○

号により砂防法（明治 30 年法律第 29 号）第 2 条に基づく砂防指定地の指定を受

け鋭意事業を行っている。  

 一級河川○○川水系○○川砂防堰堤工事（以下「本事業」という。）は、上記

砂防指定地内の○○県○○郡○○町○○及び○○地内において、100 年超過確率
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日雨量（274.3ｍｍ／日）の豪雨時に予測される土石流（2,743ｍ３）を捕捉及び

抑制するため、砂防法に基づく砂防設備（不透過型砂防堰堤１基及び渓流保全工

345ｍ）を設置するものである。  

 本事業の完成により豪雨時等における土石流災害の防止が図られ、地域住民の

生命、財産及び学校施設、道路等の社会資本の保全に寄与するものである。  

 注１）渓流とは、河川の上流域で地形が急峻なため、流水による浸食作用を受

け両岸は深く削られ、Ⅴ字谷のような地形の谷底を流れる谷川をいう。 

 

 事業計画の諸元は次のとおりである。  

 

  ○○川砂防施設一覧表  

渓 流 

名  

施  設  施  設  効  果  備  考  

○○川  砂防堰堤１基 

渓流保全工 345ｍ  

土 石 流 捕

捉・抑制  

新設  

計画流出量 2,743 ｍ３  

 

 （１）砂防堰堤  

  ア   位置  

   ○○県○○郡○○町○○字○○、○○字○○及び字○○地内  

  イ   型式  

   不透過型重力式コンクリート堰堤  

  ウ   計画諸元  

   （ア）流域面積   0.14ｋｍ２  

   （イ）計画日雨量  274.3ｍｍ／日（1／100 年確率）［○○観測所］  

   （ウ）土石流ピーク流量 20.0ｍ３／sec 

   （エ）計画流出量    2,743ｍ３（計画流出土砂量 2,720ｍ３､計画流出流  

木量 23ｍ３）  

  エ   構造諸元  

   （ア）堤高         10.5ｍ  

   （イ）堤長         44.0ｍ  

   （ウ）水通幅           3.0ｍ  

   （エ）水通天端幅   3.0ｍ（上流側法勾配 1：0.4 、下流側法勾配 1：0.2）  

   （オ）計画捕捉・抑制量  2,900ｍ３（捕捉土砂量 1,930ｍ３、抑制量 970ｍ３）  
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   （カ）計画堆砂勾配     1／15 

   （キ）前庭保護工 水叩きＬ＝ 15.5ｍ、ｔ＝ 1.9ｍ 

             垂直壁Ｌ＝  13.0ｍ、Ｈ＝ 3.4ｍ 

             水通幅    3.0ｍ 

             水通天端幅  1.9ｍ（上流側法勾配 1：0.0 、下流側法

勾配 1：0.2）  

  オ   工事量  

   掘削工         2,700ｍ３  

   盛土工           20ｍ３  

   コンクリート工     1,870ｍ３  

   コンクリートブロック工  370ｍ２   

    なお、砂防堰堤の設置に伴う掘削工事のため必要な土地を、工事期間中

に一時的に使用するものであるが、その概要は次のとおりである。  

      使用箇所 ： 5 箇所  

      使用面積 ： 70ｍ２  

 

 （２）渓流保全工 

  ア 位置  

   ○○県○○郡○○町○○字○○及び字○○地内  

  イ 全長 

   全長 Ｌ＝ 345ｍ 

  ウ 構造諸元 

   （ア）護岸工  延長 Ｌ＝315.5ｍ、Ｗ＝1.2ｍから 3.0ｍ 

Ｈ＝1.5ｍから 4.8ｍ 

           ブロック積（勾配 1：0.5） 

   （イ）帯工   Ｗ＝6.9ｍ、Ｈ＝1.0ｍ 

           水通幅     1.2ｍ 

           水通天端幅 1.0ｍ（上流側法勾配 1：0.0、下流側法勾配 1：

0.2） 

   （ウ）床固工  1 号 Ｗ＝11.0ｍ、Ｈ＝2.9ｍ 

           水通幅    1.2ｍ 

           水通天端幅 1.5ｍ（上流側法勾配 1：0.0、下流側法勾配 1：

0.2）  
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           2 号 Ｗ＝11.1ｍ、Ｈ＝3.0ｍ 

           水通幅    1.2ｍ 

           水通天端幅 1.5ｍ（上流側法勾配 1：0.0、下流側法勾配 1：

0.2）  

           3 号 Ｗ＝11.3ｍ、Ｈ＝3.0ｍ 

           水通幅     1.2ｍ 

           水通天端幅 1.5ｍ（上流側法勾配 1：0.0、下流側法勾配 1：

0.2）  

  エ 工事量  

      掘削工         3,900ｍ３  

      盛土工          200ｍ３  

      コンクリート工      480ｍ３  

      コンクリートブロック工 1,570ｍ２  

      床版橋           1 箇所  

      函渠            1 箇所  

 

    なお、工事期間中、渓流保全工を施工するために土地を一時的に使用す

る必要があり、その概要は次のとおりである。  

      使用箇所 ：  9 箇所  

      使用面積 ： 81ｍ２  

    また、一級河川○○川との合流部に渓流保全工を施工するために河川敷

地を恒久的に使用する必要があり、その概要は次のとおりである。  

      使用箇所 ：  1 箇所  

      使用面積 ： 10ｍ２  

 

２ 事業の開始及び完成の時期  

   開始の時期  平成○○年○○月  

   完成の時期  平成○○年○○月  

 

３ 事業に要する経費及びその財源  

 

（１）経費  

（単位：千円）  
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区分  

科目  

起業地計画

に要する費

用  

年度別内訳  

平成○○

年度まで  

平成○○

年度  

平成○○

年度以降  

工事費  185,600 58,004 119,000 8,596 

用地費及び補償費  82,400 78,568 2,000 1,832 

その他  52,000 46,000 6,000 0 

計  320,000 182,572 127,000 10,428 

 

（２）財源  

  国   費  県   費  

会  計 

名  

 一般会計  一般会計  

 款    土木費  

 項   社会資本総合整備事業費  河川海岸費  

 目   防災・安全社会資本整備交付金  砂防費  

摘   

要  

 交付率 1／2  

交付率の根拠：社会資本整備総合交付金交付要綱 第７条の規定による  

 

４ 事業の施行を必要とする公益上の理由  

 

 本事業は、豪雨時等における土石流を捕捉・抑制することを目的とした砂防法

に基づく砂防設備（砂防堰堤、渓流保全工）を設置し、地域住民の生命、財産及

び学校施設、道路等の社会資本の保全を図るものである。  

 本渓流は、標高 500ｍ級の山地を北に流下し一級河川○○川に合流する延長 0.7

ｋｍ、流域面積 0.14ｋｍ２の渓流であり、土石流危険渓流のうち最もランクの高

い土石流危険渓流Ⅰに位置付けられている。  

 ○○郡内を含む○○県西部地域は、平成○○年○○月○○日に起こった○○県

西部地震（地震規模Ｍ○○）で多くの山腹斜面の崩壊や崩壊堆積物による土石流

が発生（表１参照）し、その後も豪雨等に誘発されて、○○県西部地震に起因す

ると考えられる地山の亀裂部等において土石流等の二次災害が発生（表２参照）

している。なお、この二次災害は、地震発生から現在に至るまで発生している状

況である。 
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表 1  ○○県西部地震による山地の被害 

被害年月日 位置 被害概要 

平成○○年

○○月○○

日 

○○郡○○町○○  尾根、山腹に断裂亀裂発生  

○○郡○○町○○  山腹斜面の崖錐堆積層が崩壊、国道○○号

に土砂流出  

○○郡○○町○○  河岸段丘堆積物、花崗岩表層の斜面が崩壊  

○○郡○○町○○  県道○○線で十数箇所の斜面崩壊が発生  

○○郡○○町○○  ○○川の斜面崩壊が発生、土砂が渓谷に流

出及び亀裂が発生  

○○郡○○町○○ ○○川の谷頭の柱状節理の岩盤が崩壊し渓

谷に流れ込み、一部は土石流化し渓谷口ま

で流出  

○○郡○○町○○  水を含んだ黒褐色表土が崩壊し、JR○○線

と一般国道○○号へ流出  

○○郡○○町○○  渓流の谷間に堆積した堆積物と基盤の亀裂

が 1ｋｍ近く発生  

○○郡○○町○○  山林道沿に斜面崩壊 11 箇所、亀裂 16 箇所、

沈下 15 箇所発生  

○○郡○○町○○

湖周辺  

○○湖周辺に斜面崩壊 18 箇所、落石 35 箇

所、沈下 1 箇所が発生  

○○郡○○町○○  ○○周辺の山腹等に斜面崩壊 24 箇所、亀

裂 18 箇所、沈下 14 箇所が発生  

○○県○○市○○

町○○  

斜面の崩壊及び堆積物が液状化して噴出  

○○郡○○町  

○○  

山の尾根部分に亀裂、沈下が発生  

 

表 2  その後の主な土石流被害 

被害年月日 位置 被害概要 備考 

平成○○年○

○月○○日  

○○郡○○町  

○○ 

台風○○号大雨により国道○

○号に土砂、流木が流出 

 

平成○○年○

○月○○日か

ら○○日  

○○郡○○町  

○○  

○○川から土砂、流木が流出

し人家に流入、国道○○号へ

も土砂流出  

砂 防 設 備

を整備  
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○○郡○○町  

○○  

○○川から土砂、流木が流出

し、人家に流入、国道○○号

へも流出  

砂 防 設 備

を整備  

○○郡○○町  

○○  

本渓流で土砂流出  
 

○○郡○○町  

○○  

山腹が崩壊、土砂、流木が流

出し集会所に流入  
 

○○郡○○町  

○○ 

○○川から土砂、流木が県道

○○線へ流出 

砂防設備

を整備 

○○郡○○町  

○○  

○○川から土砂、流木が県道

○○線へ流出  

砂防設備

を整備  

○○郡○○町  

○○  

○○川から国道○○号へ土砂

が流出、道路施設被災  

砂防設備

を整備  

○○郡○○町  

○○  

山腹崩壊により土砂流出  
 

平 成 ○ ○ 年 ○

○ 月 ○ ○ 日 か

ら○○日  

○○郡○○町  

○○  

山腹崩壊より県道○○線への

土砂流出  

 

平 成 ○ ○ 年 ○

○月○○日  

○○郡○○町  

○○  

○○川から土砂が流出、国道

○○号に堆積  

 

平 成 ○ ○ 年 ○

○ 月 ○ ○ 日 か

ら ○ ○ 月 ○ ○

日  

○○郡○○町  

○○  

本渓流から土砂流出   

○○郡○○町  

○○  

県道○○線へ土砂流出   

 

 

 

 ○○県西部地震による被害箇所とその後の豪雨等による土砂災害発生箇所の

主な地質は、斜面崩壊や地すべりが発生しやすいとされている風化や浸食に対し

非常に弱い風化花崗岩（真砂土）及び薄板状に割れやすい黒色片岩花崗岩及び黒

色片岩（泥質片岩）となっている。 

 本渓流の地質を調査したところ、○○県西部地震による被害箇所及びその後の

豪雨等による土砂災害発生箇所の主な地質と同様に、風化花崗岩（真砂土）及び

黒色片岩により形成されており、また平成○○年に行った渓流調査において地山
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の崩壊が確認されていることから、本渓流周辺の被害が発生した渓流と同様、集

中豪雨等の際には、土石流発生の危険性が危惧されている渓流であり、早急な土

砂災害対策が必要不可欠となっている。 

 本渓流においても、平成○○年○○月○○日から○○日にかけての梅雨前線豪

雨及び平成○○年○○月○○日から○○月○○日にかけての集中豪雨で土砂が

流出し、土石流の発生には至っていないものの、○○小学校東側の道路や○○町

総合運動場が被害を受けた。 

本渓流において、計画流出量と同規模の土石流が発生した場合、想定される被

害は、○○県が作成した「平成○○年度土砂災害防止に関する基礎調査（土石流）」

によると、人家 5 戸、学校等教育施設 3 箇所（○○町社会体育館、○○町武道館、

○○町総合運動場）、道路 456m（町道 270ｍ、その他の道路 186ｍ）、その氾濫

面積は 2.9ｈａであり、その後平成○○年に○○小学校が新設されたことから、

学校等教育施設は現在計 4 箇所となっている。  

また○○町中心地域整備構想（平成○○年○○月、○○町策定）によると、氾

濫想定区域内を含む○○ゾーンは、｢○○町教育の拠点づくり｣を整備コンセプト

とし、特色ある○○町教育を実践する場としてふさわしい教育環境の創出や、小

中学校の安全・安心な通学の確保を整備方針としており、○○町発展の中心地域

として位置付けられている。さらに、○○小学校、○○町社会体育館及び○○町

総合運動場は、○○町地域防災計画において避難所にも指定されており、土石流

対策は重要な課題とされている。  

 本事業が完成すれば、100 年超過確率日雨量（274.3ｍｍ／日）の豪雨時に予

測される土石流（計画流出量 2,743ｍ３）を捕捉及び抑制することが可能（計画

捕捉・抑制量 2,900ｍ３、土石流整備率注２） 105.7 ％）となり、本渓流の下流

域の地域住民の生命、財産及び学校施設等の社会資本の保全が図られることとな

る。  

 注２）土石流整備率とは、計画流出量に対する計画捕捉・抑制量の比率（％）

を示す。  土石流整備率（％）＝計画捕捉・抑制量 ／ 計画流出量 ×100 

 

 

なお、本事業は、｢環境影響評価法｣（平成 9 年法律第 81 号）及び｢○○県環境

影響評価条例｣（平成○○年○○県条例第 24 号）による環境影響評価が義務付け

られた事業に該当しないが、起業者が任意で環境に与える影響について調査を実

施した。  
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 騒音・振動環境については、｢騒音規制法｣（昭和 43 年法律第 98 号）及び｢振

動規制法｣（昭和 51 年法律第 64 号）において、生活環境を保全する地域を｢規制

地域｣として指定し、建設作業等から発生する騒音・振動を規制し、騒音・振動

の防止を図ることとされている。  

 本事業の地域は、規制地域に指定されていないが、学校等の施設が存在してい

ることから、工事に使用する建設機械はすべて低騒音・排出ガス対策型のものを

使用するとともに、以下の対策を講じるため、施工に伴う騒音・振動の影響はほ

とんどないと考える。  

 【重機作業対策】  

  ・掘削重機の旋回角度は出来る限り小さくする。  

  ・重機に無理な負荷をかけないように操作を丁寧に行う。  

  ・重機等のアイドリングストップを確実に行う。  

  ・人家等の側を通過する際、ダンプトラックは、低速走行（10ｋｍ／ｈ以下）

を厳守する。  

  ・工事で通行する道路の路面は平坦性を保持し、ダンプトラックの走行によ

る振動の低減を図る。  

 【作業時間等の対策】  

 作業時間等については、特定建設作業に係る騒音･振動の規制基準の第 1

号区域注３）における基準に準拠し、対策を講じるものとする。（表３参照）  

 

  表３ 第 1 号区域における特定建設作業に係る作業時間等の規制基準と作業

時間対策  

規制種別  基準値  作業時間対策  

作業時間  午後 7 時～午前 7 時の時

間でないこと  

午前 8 時 30 分～午後

5 時 30 分まで  

1 日当たり

の作業時間  

10 時間／日を超えないこ

と  

8 時間／日  

作業期間  連続６日を超えないこと  連続６日  

作業日  日曜日その他の休日でな

いこと  

日曜日その他の休日

の作業の予定なし  

   注３）第１号区域とは、都市計画法における第 1 種低層住居専用地域から

工業地域に該当する地域の特定建設作業に伴って発生する騒音・振

動について規制する区域である。  
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 また本事業の施行に伴う水質汚濁については、水質汚濁防止法の規制を受けな

いが、「○○県土木工事共通仕様書」に基づき以下の対策を講じるため、周辺地

域の水環境への影響はほとんどないと考える。  

 

 

 【水環境対策】  

  ・工事期間中は、沈砂池を設けて濁水の発生を抑制する。  

  ・雨天時の土工作業は極力避けるとともに、沈砂池及び下流域水路の状況を

始業前、作業終了時に点検し、土砂堆積が確認された場合には速やかに撤

去する。  

  ・万一、下流域水路に土砂が流出した場合には速やかに流出土砂を撤去する

とともに、その原因を把握・検討して適切な対策を講じる。（地域住民及び

水利権者へ原因、対策内容について説明・同意のうえ、対策を実施）  

 

 

 加えて、本事業の実施による希少な野生動植物（「絶滅のおそれのある野生動

植物の種の保存に関する法律」（平成 4 年法律第 75 号）における国内希少野生動

植物種等）への影響については、学識経験者による現地調査及び意見聴取を行っ

た。  

その結果、動物については、キノボリトタテグモ等のクモガタ類ほか生息の可

能性が、植物については、アテツマンサク等が生育する可能性があるものの、本

事業による改変は少なく、本事業が動物の生息環境及び植物の生育環境に与える

影響は軽微であるとの意見を得た。  

なお、工事期間中に希少野生動植物を発見、確認した場合には工事を一時中止

し、関係機関に連絡するとともに、適切な処置を講ずるものとする。  

 

 

 さらに、文化財保護法による文化財については、国の特別天然記念物に指定さ

れ○○川水系で生息が確認されているオオサンショウウオについて、○○県教育

委員会事務局文化財課から、本渓流は生息地として該当しないとの回答を得てい

る。埋蔵文化財については、○○町教育委員会との協議により試掘調査を実施し

たが、特別な配慮を要する埋蔵文化財は確認されなかった。これらにより、本事
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業による文化財への影響は極めて少ないと考えられる。  

 

 なお、文化財と思われるものを発見、確認した場合には、工事を一時中止し、

関係機関に連絡し、指示を受けるものとする。  

 

 以上のとおり、本事業は、社会的及び経済的な効果は著しく、公益に資すると

ころ大なるものがある。  

 

 

５ 収用又は使用の別を明らかにした事業に必要な土地等の面積、数量等の概数

並びにこれらを必要とする理由  

 

（１）事業に必要な土地の面積  

 ア 収用の部分  

地 目  単位  面 積  備 考  

宅地  ｍ２  13  

山林  ｍ２  3,553  

原野  ｍ２  1,161  

学校用地  ｍ２  1,012  

道路  ｍ２  33  

水路  ｍ２  23  

計  ｍ２  5,795  

 イ 使用の部分  

地 目  単位  面 積  備 考  

宅地  ｍ２  3  

山林  ｍ２  92  

原野  ｍ２  56  

河川  ｍ２  10  

計  ｍ２  161  
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（２）起業地内にある主な物件の数量  

種 別  単位  数

量  

摘 要  

非住家（運動施設管

理棟）  

棟  
1 

 

運動場施設  式  1 ﾃﾆｽｺｰﾄ、ｺﾞﾙﾌ場  

 

（３）これらを必要とする理由  

これらの土地は、本事業を施行するための必要最小限の用地である。このうち

使用部分は、砂防堰堤部等の掘削工事の用地として工事期間中に一時的に使用

するもの及びブロック積護岸を河川敷地に施工し恒久的に使用するものである。 

また物件については、起業地内に存在し、起業地外への移転を要する主なもの

である。  
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６ 起業地等を当該事業に用いることが相当であり、又は土地等の適正かつ合理

的な利用に寄与することになる理由  

 

 本事業は、豪雨時に予測される土石流（2,743ｍ３）を捕捉及び抑制する砂防法

に基づく砂防設備（不透過型砂防堰堤１基及び渓流保全工 345ｍ）を設置するも

のである。  

 

（１）砂防堰堤  

 本事業は、豪雨時等に発生が予測される土石流災害に対処し、下流域の安全性

を確保するために、保全対象地域の上流部に砂防堰堤を設置し、100 年超過確率

日雨量（274.3ｍｍ／日）の豪雨時に予測される土石流 2,743ｍ３（計画流出土石

流 2,720ｍ３＋計画流出流木量 23ｍ３）を捕捉・抑制するものである。本事業の

施行による保全対象地域は、○○県○○郡○○町○○及び○○地内の○○川流域

の地域であり、砂防堰堤の位置及び構造の決定に当たっては、下記の実現可能な

案で比較検討を行い検証した。  

 

 ア 地形の状況による土石流の流下方向と範囲  

本渓流は、○○県が作成した｢平成○○年度土砂災害防止に関する基礎調査

（土石流）｣によると、土石流は山地部で渓流沿いに約 24～65ｍ幅で氾濫し

ながら流れ、保全対象となる人家がある場所より下流部は扇状に拡散しなが

ら流下し、最下流端部で約 270ｍと広く氾濫する。土石流は一級河川○○川

まで達する。  

 イ 砂防堰堤位置の選定  

砂防堰堤の位置について３案の比較・検討を行い、最も優れた位置を選定

した。  

 

   （ア）位置選定条件  

・計画流出量を捕捉・抑制可能な位置であること。  

・砂防堰堤が設置可能な地質（強固な支持地盤）、地形条件（谷幅が狭

く、近隣に崩壊跡や崩壊予兆のない安定した地形）を有していること。 

・土石流の流下方向に対してほぼ直角に砂防堰堤を設置出来ること。  

   （イ）砂防堰堤位置の比較検討  

     第 1 案（申請案）  
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       谷出口の位置で、地質的に安定した位置（崩壊跡、崩壊予兆のな

い強固な地盤）に計画。（○○川の合流点より、190ｍ地点、ＦＨ＝

307.8ｍ）  

       堰堤規模：砂防堰堤高Ｈ＝10.5ｍ、堰堤長Ｌ＝44.0ｍ、  

            コンクリート量Ｖ＝1,673ｍ３。  

社会性  ・必要面積は 3 案中で最も多いが、大半が土地利用の少ない

荒廃山林のため土地利用への影響は少ない。  

・希少動植物に与える影響は少ない。  

技術性  ・渓流保全工の延長が短く、落差も少ないため床固め工が 1

箇所と工事規模が小さく、工事用道路の延長も短いため最

も施工性に優れる。  

経済性  ・3 案中で最も経済的である。  

     第 2 案  

      谷の狭窄部に計画。（○○川の合流点より、205ｍ地点、ＦＨ＝310.0

ｍ）  

       堰堤規模：砂防堰堤高Ｈ＝9.5ｍ、堰堤長Ｌ＝42.3ｍ、  

コンクリート量Ｖ＝1,496ｍ３。  

社会性  ・必要面積は 3 案中で中位であり、大半が土地利用の少な

い荒廃山林のため土地利用への影響は少ない。  

・希少動植物に与える影響は少ない。  

技術性  ・渓流保全工の延長は中位で、落差が大きくなるため床固

め工が 2 箇所となり、施工性は中位である。  

経済性  ・3 案中で最も高額である。  

     第 3 案  

      第 2 案より上流の狭窄部に計画。（○○川の合流点より、220ｍ地点、

ＦＨ＝311.3ｍ）  

       堰堤規模：砂防堰堤高Ｈ＝9.5ｍ、堰堤長Ｌ＝40.9ｍ、  

コンクリート量Ｖ＝1,337ｍ３。  

社会性  ・必要面積は 3 案中で最も少なく、大半が土地利用の少な

い荒廃山林のため土地利用への影響は少ない。  

・希少動植物に与える影響は少ない。  

技術性  ・渓流保全工の延長は最長で、落差が大きくなるため床固

【事例17】被災履歴のある砂防事業①

- 19 -



め工が 2 箇所と工事規模が３案中で最も大きく、工事用道

路の延長も長くなるため最も施工性に劣る。  

経済性  ・3 案中で中位である。  

 

     上記 3 案の堰堤位置について比較検討の結果、社会性に問題はなく、

技術性、経済性に最も優れた第 1 案に決定した。この位置での堰堤構造

を決定するため、以下の比較検討を行い検証した。  

 

 

 ウ 砂防堰堤構造の決定  

  砂防堰堤構造について、下記の 3 案について最も優れた構造を選定した。  

第 1 案 コンクリート重力式堰堤（申請案）  

第 2 案 鋼製中詰重力式堰堤（中詰めは土砂）  

第 3 案 砂防ソイルセメント造重力式堰堤  

 

 

  第 1 案 コンクリート重力式堰堤（申請案）  

   レディーミクストコンクリートを用いた重力式堰堤で、砂防堰堤の代表的

構造。  

社会性  ・コンクリート構造物の色彩は、周辺景観（山林色）に馴染みに

くい。  

技術性  ・施工実績が多く、施工方法が確立され永久構造物としての信頼

性が高い。  

・現場発生土を処理する必要がある。  

・コンクリート打設時に型枠を設置する必要があり、仮設足場が

必要である。  

・一般的なコンクリート打設であるため、施工性がよいが、コン

クリート打設時に気象条件の影響を受けやすく、養生対策が必要

である。  

経済性  ・3 案中で最も経済的である。  

 

  第 2 案 鋼製中詰重力式堰堤（中詰めは土砂）  

   鋼矢板セグメントとエキスパンドメタルをタイ材で連結し、中に土砂を詰
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めた重力式堰堤。  

社会性  ・壁面緑化が可能で、周辺環境との調和が図りやすい。  

技術性  ・施工実績は少なく、永久構造物としての信頼性が第１案に比べ

低い。  

・現場発生土を中詰材に使用できるため発生残土量を低減できる。 

・壁面材が型枠機能を有するため、仮設足場が不要である。  

・中詰材が土砂のため、壁面材が変形する可能性があり、変形し

た場合には補修が必要となるため、他案に比べて維持管理の難易

度が高い。  

経済性  ・3 案中で最も高額である。  

 

  第 3 案 砂防ソイルセメント造重力式堰堤  

現場発生土を使用した砂防ソイルセメントによる重力式堰堤で、上流側に

軽量鋼矢板、下流側にコンクリートパネルを用いる形式。  

社会性  ・壁面はコンクリート色であるため、周辺景観（山林色）に馴染

みにくい。  

技術性  ・施工実績は少なく、永久構造物としての信頼性が第１案に比べ

低い。  

・現場発生土を中詰材に使用できるため、発生残土量を低減でき

る。  

・壁面材が型枠機能を有するため、仮設足場は不要である。  

・現場発生土とセメントを撹拌混合する施工ヤードを確保する必

要がある。  

経済性  ・３案中で中位である。  

比較検討の結果、第 1 案はコンクリート構造物であるため周辺景観（山林色）

に馴染みにくいことが考えられるものの、社会性に大きな問題はないと考えら

れる。さらに施工実績が多く施工方法が確立され永久構造物としての信頼性が

高いので技術性に優れ、また 3 案中で最も経済的にも優れており、第 1 案が

総合的に最も合理的な計画であると判断し、採用することとした。  

 

（２）渓流保全工  

 砂防堰堤から○○川までの区間において渓流保全工を施工して渓岸の浸食・崩

壊の防止を図る。位置の決定に当っては、比較検討を行い検証した。  
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 ア 渓流保全工の位置の選定  

  渓流保全工の位置について、下記の実現可能な 2 案について検証し最も優れ

た位置を選定した。  

 

   第 1 案 ○○町総合運動場西端に渓流保全工を計画。  

社会性  ・必要面積は第 2 案より少ないものの、学校施設と○○町総合

運動場が分断されるため利便性が悪くなり、土地利用に与え

る影響が大きい。  

・築堤構造となり、○○小学校、道路等が内水による浸水の危

険性が高くなる。  

技術性  ・○○川の背水影響に対応するため築堤構造となり、護岸高が

高くなる。  

・計画堰堤から○○川まで最短距離で流下可能であり、道路か

ら近く延長も第 2 案に比べ短いため、施工性に優れ、維持管

理が容易である。  

経済性  ・第 2 案に比べ経済性に劣る。  

 

   第 2 案 山裾に沿って渓流保全工を計画｡（申請案）  

社会性  ・必要面積は第 1 案に比べ大きいものの、学校施設と○○町総

合運動場が分断されないため施設の一体利用が可能であり、山

裾を利用するため、土地利用への影響が第 1 案に比べ小さい。 

・築堤とならないため、内水による○○小学校、道路等の浸水

の危険性が低い。  

技術性  ・○○川の背水影響区間は第１案より少なく、築堤構造となら

ないため、護岸高も第１案より低い。  

・計画堰堤から○○川までの距離が第 1 案より長く、道路から

遠く第 1 案より延長が長いため、施工性及び維持管理が第 1

案に比べ劣る。  

経済性  ・第 1 案に比べ経済的である。  

比較検討の結果、施工延長が長くなるなど、技術性では劣るものの、土地利

用への影響が少なくなるなど社会性に優れ、また経済性に優れた第 2 案を採

用した。  
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 イ 渓流保全工形状の決定  

  渓流保全工は、地形条件に特殊な制限がないことから、通常用いられる流路

構造である維持管理の容易なブロック積護岸とした。  

 

（３）堆砂区域  

 本事業は、豪雨時等に発生が予測される土石流災害に対処し、下流域の安全性

を確保するために、保全対象地域の上流部に砂防堰堤を設置し、100 年超過確率

日雨量（274.3ｍｍ／日）の豪雨時に予測される土石流 2,743ｍ３（計画流出土石

流 2,720ｍ３＋計画流出流木量 23ｍ３）を砂防堰堤で捕捉・抑制するものである。  

 土石流を捕捉・抑制するために必要な堆砂区域は、「砂防技術指針」（平成○○

年○○月○○県県土整備部治山砂防課）に基づき、砂防堰堤より上流の区間にお

いて、計画高水位と余裕高を加えた高さ（計画堆砂高が計画高水位と余裕高を加

えた高さを上回る場合は計画堆砂高）と現況地形の高さで設定される区域とした。 

 

 以上のとおり、起業地を本事業に用いることは、土地等の適正かつ合理的な利

用に寄与するものである。  
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